
1 

 

岐阜県立森林文化アカデミー 学校評価   

令和６年度 自己評価報告書 

１．学校の教育目標 

森林や木材に関わるさまざまな分野で活躍する人材を育成することを目的として総合的な教育を行う。 

「森と木のクリエーター科」（以下「クリエーター科」という。）は、特定分野における高度な専門知識と、問題解決のための企画力、想像力をもった

スペシャリストを養成する。 

「森と木のエンジニア科」（以下「エンジニア科」という。）は、林業・林産業に関わる幅広い知識、技術を学んだうえで、現場で高い安全性と経済性

を両立できる技術者を養成する。 

また、県民を対象に森での学びを提供する「生涯教育（森林総合教育センター（morinos））」や、専門技術者を対象に最新の知見や技術を提供する

「専門技術者研修」など、幅広い活動を行う。 

 

２．本年に定めた重点的に取り組むことが必要な目標や計画 

 将来に対し県民から必要とされる森林文化アカデミーに進化するため、アカデミーの改革プランに基づき令和６年度は次の取組みを重点的に実施し

た。 

 

（１）専修教育部門における令和６年度カリキュラム編成の見直し 

林業の現場で従事するには基礎体力が必要であり、体の使い方や最低限の基礎体力を身につけ、実習や現場作業での自分自身へのリスク管理や作

業効率を向上させることを目的とした科目「基礎体力実習」をエンジニア科に創設した。 

従来実施していた、原木を製材して製品にするまでの流れを学ぶ「素材から製材品へ」の中に、原木や製材品の付加価値向上、収益性を学ぶ要素を

とりいれ「林業のための製材実習」としてリニューアルするなど、専修教育の質的向上を図るため、教務委員会が中心となり、授業科目の見直しやシ

ラバスの改良を行いカリキュラム編成の見直しを実施した。 

ネットワーク大学コンソーシアム岐阜の単位互換履修制度の浸透により、本校での科目開講（１名履修）、協定校での科目履修（４名履修）に繋が

った。 

 

（２）外部委員による学校評価委員会の提言に基づく取組み 

森林文化アカデミー学校評価実施規程に基づき、外部委員からなる「森林文化アカデミー学校関係者評価委員会（以下「評価委員会」という。）を

実施し、自己点検評価に関する意見等に対する対応方針を「学校関係者評価報告書」としてとりまとめ、本学における教育活動や学生指導等の学校運

営の改善に活かした。自己評価にあっては、評価の根拠となる実績資料をとりまとめた。 
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（３）学生の確保 ＜令和７年度入学定員数の確保（定員：クリエーター科 20 名、エンジニア科 20 名）＞ 

クリエーター科では２６名の出願があり 24 名が合格、2０名が入学した。 

エンジニア科では３３名の出願があり 24名が合格、２３名が入学した。 

 

（４）就職指導強化 ＜目標：エンジニア科の県内就職率 80％以上＞ 

    岐阜県内企業への就職を促進するため、県内企業による説明会を 3 回実施したほか、森林技術開発・普及コンソーシアムの協力を得て、県内企業

による就職相談会（キャリアカフェ）を７回実施し、県内企業と接する機会やマッチングの機会を創出し、県内企業の魅力を PR した。エンジニア科

の県内就職率は６５％（県内出身率５９％）となり目標の 80%を下回ったが、県外出身者７名のうち 2 名は県内に就職した。今後も県内企業への就

職に繋がるよう、マッチングの機会を設けていく。 

 

（５）森林文化アカデミー事業継続計画（BCP）の策定（令和７年４月施行） 

大規模災害などに備え、事業の継続や復旧を図るための「森林文化アカデミー事業継続計画（BCP）」を策定した。 

 

（６）森林文化アカデミービジョン 2040 の策定（令和７年１月策定） 

開学から 23 年が経過し、社会情勢や社会の潮流が大きく変化していることから、アカデミーがこれから歩む今後 20 年の方向として、基本的な

考え方やその実現のために必要な具体的な取り組みをまとめた。 

〇森林文化アカデミービジョン 2040 

 １．Fbsを実践できる人材を育成 

 ２．「森林文化」による Fbs の研究・開発・実践・普及 

 ３．「森林文化」は時代と共に進化 

※Fbs（Forest based solution）：森林の多面的価値を用いて社会課題の解決に寄与することと定義 

 

〇森林文化アカデミー改革２．０ 

 １．森林・林業分野 （１）高度架線技術者カリキュラムの新設    （２）獣害対策プロジェクトの新設など 

     （３）様々な資格を有する高度な森林技術者の育成   （４）演習林デジタルコンテンツ化 

 ２．森林環境教育分野（１）里山キャンパスプロジェクト実習    （２）地域里山フィールドの発掘 

 ３．木造建築分野  （１）校舎を活用した温熱、省エネ改修を実践する授業の実施（２）非住宅木造建築者等に対応する木造開放試験室の再整備 

 ４，木工分野    （１）コンパクトな製材・乾燥・加工モデルの構築   （２）鍛冶職人等と連携した道具教育の実施 
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３．評価項目の達成及び取り組み状況 

（１）教育理念・目標 

評価項目 評  価 令和６年度の取組み実績、課題、今後の改善方策 

1．学校の理念・目的・

育成人材像は定めら

れているか 

④ ３ ２ １ 

森林文化アカデミーは、「森林と人との共生」を基本理念とし、すべての人々が森林と親しく関わりを持

ち、森林からの恵みを持続的に享受できる社会づくりを目指して、全国で初めての森林教育・学習機関と

して平成 13年（2001年）に開学した。 

「岐阜県立森林文化アカデミー条例（平成 13 年 4 月 1 日条例第 45条）（以下「条例」という。）第 1

条及び「岐阜県立森林文化アカデミー学則（平成 13 年 4 月 1 日）（以下「学則」という。）第 1 条に、

『森と木に関する学術を教授研究し、専門的かつ広範な知識及び技術を有する人材を育成し、森林の整備

と保全、森林文化の発展並びに岐阜県における林業及び林産業の振興を促進する』目的を明記している。 

また、本学には、現場で自ら行動できる技術者を育成する「エンジニア科」と、森と木に関わるスペシ

ャリストを育成する「クリエーター科」があり、それぞれに求める人物像や学びの特色を明確にするため、

平成 29 年度にディプロマポリシー（卒業認定方針）、カリキュラムポリシー（教育課程の編成・実施方

針）、アドミッションポリシー（入学者受入れ方針）を策定し、学生募集要項に掲載するとともに、本学ホ

ームページに一般公開しているほか、学生に対しては入学ガイダンス等で説明した。 

入学を希望する学生や保護者等には、オープンキャンパス、エブリデーオープンキャンパス（随時学校

見学会）、学園祭、高等学校進路相談会等で本学の理念等の説明を行った。 

2．学校における職業

教育の特色は明確に

なっているか 

④ ３ ２ １ 

3．学校の理念・目的・

育成人材像・特色・将

来構想などが、学生

や保護者等に周知さ

れているか 
④ ３ ２ １ 

※評価）適切・・4、ほぼ適切・・3、やや不適切・・2、不適切・・1 

 

（２）学校運営 

評価項目 評  価 令和６年度の取組み実績、課題、今後の改善方策 

4．目的に沿った運営

方針が策定されてい

るか 

④ ３ ２ １ 

運営方針として、平成 27 年度に『将来に対し県民から必要とされる森林文化アカデミーに進化するた

め』にアカデミー改革プランを策定した。そのプランに基づく事業計画として、改革項目と進捗管理を行

うロードマップを策定した。令和 2年度に進捗状況一覧表を作成するとともに、重点施策は、毎年年間計

画を立て、４半期ごとに進捗状況を把握した。 

全教職員に対しては、毎年度業績目標を定め、業績評価、能力評価を実施し、学校教育の改善に努めた。 

社会情勢や社会の潮流の変化を踏まえ、今後 20年の方向として基本的な考え方となる「森林文化アカ

デミービジョン 2040」及びその実現のために必要な取り組み「アカデミー改革２．０」を策定した。 

5．運営方針に沿った

事業計画が策定され

ているか 
④ ３ ２ １ 

6．運営組織や意思決 ④ ３ ２ １ 学則において、各種会議、委員会に関する設置を明記し、経営会議規程、運営会議規程、各種委員会規
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定機能は、規則等に

おいて明確化されて

いるか。有効に機能

しているか 

程等を整備し、運営組織や意思決定機能を明確にしている。また、原則毎月 1 回経営会議、運営会議を開

催し重要事項について意思決定を図っているほか、毎月 1回各種委員会や教職員会議を開催し教育内容の

検討、情報の共有や周知を図った。 

7．人事、給与に関する

規程等は整備されて

いるか 4 ③ ２ １ 

「地方公務員法」（昭和 25 年法律第 261 号）に基づき人事・給与等に関する規程は整備されている。 

教員のワーク・ライフ・バランス実現のため、令和５年度から時間外勤務縮減に向けた取り組みを実施

しているが、学生指導等を授業終了後に行う必要があることから、一定量の時間外勤務が生じている。引

き続き働き方改革を進めるとともに、時間外勤務が著しく増加した場合などには、必要に応じて業務分掌

の見直し等を行う。 

8．教務・財務等の組織

整備など意思決定シ

ステムは整備されて

いるか 

④ ３ ２ １ 

「岐阜県事務委任規則（昭和 43年岐阜県規則第 125 号）」、「岐阜県立森林文化アカデミーの管理運営

に関する規則（岐阜県教育委員会規則第 18 号）」、「森林文化アカデミー処務規程」において、事務・財

務・服務等の規程を設けている。学長は校務をつかさどり、所属職員を指揮監督するなど、組織的な意思

決定システムを整備している。 

9．業界や地域社会等

に対するコンプライ

アンス体制が整備さ

れているか 

④ ３ ２ １ 

「地方公務員法」、「岐阜県職員倫理規程・同運用要領及び同運用指針」により、教職員は、法令遵守を

徹底するとともに、「岐阜県職員倫理憲章 森林文化アカデミー実行計画」を策定し、コンプライアンスの

体制を整備するとともに、年度初めに教職員に周知している。 

また、外部との連携・協働事業については、承認基準を整備している。 

10．教育活動等に関す

る情報公開が適切に

なされているか 
④ 3 ２ １ 

本学の概要や教育方針、活動報告、キャンパスライフ等については、ホームページや公式ＳＮＳで常時

公開している。アカデミーの活動については教員や学生が逐次情報を追加し、令和６年度の活動報告は３

０５件（R5：３０７件）を掲載した。 

ホームページで本学を知った志望者が多いことから、一層、内容の充実に取り組んでいく。 

 ※評価）適切・・4、ほぼ適切・・3、やや不適切・・2、不適切・・1 

 

（３）教育活動 

評価項目 評  価 令和６年度の取組み実績、課題、今後の改善方策 

11．教育理念等に沿っ

た教育課程の編成・

実施方針等が策定さ

れているか 

④ ３ ２ １ 

森林文化アカデミー改革プランに基づき、エンジニア科は平成 27年度から 2 年次を「林業コース」と

「林産業コース」の２コース制とし、クリエーター科は平成 29 年度から「林業」「森林環境教育」「木造

建築」「木工」の４専攻とし、課程ごとに専門的な人材を育成することとする教育課程の編成・実施方針を

策定している。共通科目等の授業・実習のほか各種行事において、エンジニア科及びクリエーター科の幅
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広い世代や経歴を持つ学生が交流する機会を設けている。 

12．学科のカリキュラ

ムは体系的に編成さ

れているか ④ ３ ２ １ 

森林文化アカデミー改革プランに基づきでカリキュラム編成を見直し、1年次には、基礎知識や基本的

技術を習得し、2年次には、より専門的・実践的実習によりスキルアップできるよう体系的にカリキュラ

ムを編成している。 

社会情勢の変化や技術の進歩に対応したカリキュラムとしていくため、「森林文化アカデミービジョン

2040」に沿って毎年の見直しを継続していく。 

13．キャリア教育・実

践的な職業教育の視

点に立ったカリキュ

ラムや教育方法の工

夫・開発が実施され

ているか 

④ ３ ２ １ 

現地現物主義として実践教育に重点を置いたカリキュラムとしており、エンジニア科では、卒業後の進

路に関する具体的なイメージを持つために、「キャリアデザイン」の授業をカリキュラムに位置づけてい

る。新社会人となる 2年生に向けては、外部講師による『社会人としてのマナー講座』を実施するなどキ

ャリア形成にかかわる授業を行った（1/2３）。 

クリエーター科では、地域や産業界の実際の課題に着目して課題研究の題材に設定し、解決策を考え実

践する取り組みを行っている。 

14．関連分野における

実践的な職業教育

（産学連携によるイ

ンターンシップ、実

技・実習等）が体系的

に位置づけられてい

るか 

④ ３ ２ １ 

インターンシップは、エンジニア科では 1 年は 9月末に４日間、2年生は６月に 4 日間、8 月に 5日

間の必須授業としており、クリエーター科では各自で日程調整を行い実施できるようカリキュラムを整備

している。また、インターンシップ後に企業等にアンケートを実施し、その結果を次回のインターンシッ

プに改善できるようにしている。 

また、各分野の専門家や実務者を非常勤講師として令和６年度は延べ１０７名を招き、実践的な職業教

育、現地での実習などが受けられるようにした。 

15．授業評価の実施・

評価体制はあるか 

４ ③ ２ １ 

各授業科目の終了後、学生に対し授業アンケート（授業評価）実施している。 

学生が時間にとらわれずアンケートに回答できるようR5年度からGoogleフォームによる回答も可能

としているが、回答率は低位であるうえ従来のアンケート用紙による回答と混在しており、結果の集約が

困難となっている。またアンケート結果による授業の改善は各担当教員に委ねられていることから、アン

ケートの実施方法及び結果の活用方法を検討する。 

16．職業教育に対する

外部関係者からの評

価を取入れているか 

④ ３ ２ １ 

 森林文化アカデミー学校評価実施規程（H31.3.18 制定）に基づき、林業・林産業等関係業界等外部関

係者で構成する評価委員会において自己評価に対する意見を聴取し（５/２０）、「学校関係者評価報告書」

として取りまとめホームページで公表した。 

17．成績評価・単位認

定、進級・卒業判定の
④ ３ ２ １ 

成績評価・単位認定・卒業要件は学則に規定するとともに、シラバスに評価方法を明記し、これらをガ

イドブックに記載し学生に配布して適切に運用している。卒業認定は卒業認定会議により審議・決定した
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基準は明確になって

いるか 

（2/１９）。 

18．資格取得等に関す

る指導体制、カリキ

ュラムの中での体系

的な位置づけはある

か 

④ ３ ２ １ 

授業・実習を行うことで資格が取得できるカリキュラムを体系的に編成し、指導体制を整備している。

また大型特殊やフォークリフト等外部機関による免許取得を促進するため、カリキュラムに位置づけ、取

得支援を行っている。 

資格取得にかかる費用は学生が負担しており、資格を必要とする実習科目の履修状況や関連作業の習熟

度に差が生じていたため、R7年度から受講料の支援を行う。 

19．人材育成目標の達

成に向け授業を行う

ことができる要件を

備えた教員を確保し

ているか 

④ ３ ２ １ 

林業、森林環境教育、木造建築、木工の 4分野において、専門的知識・技術を有する専属の教員を 18

名確保し、教育を行っている。 

また、授業以外にも、市町村や企業から研究を受託し課題解決に向けた取り組みを行っているほか、自

主的な教員研究も実施し、教員の能力向上に努めている。 

なお、教員が取り組んでいるプロジェクトや研究を取りまとめたアニュアルレポート（年 1 回）を発行

している。 

20．関連分野における

業界等との連携にお

いて優れた教員（非

常勤講師等を含む）

を確保するなどマネ

ジメントが行われて

いるか 

④ ３ ２ １ 

関連業界や各分野で活躍している専門家や実務者延べ１０７名を非常勤講師として招き、幅広く多様な

教育を実践した。また、各業界で活躍している 3名の特別招聘教授、1 名の名誉客員教授、3名の客員教

授、３名の特任教授から専門的な立場での授業・指導等を行っているほか、連携協定を締結している企業

の社員による授業・実習を実施した。 

「森林政策・森林計画」の授業では、県林政部の職員を招き、森林クレジットや森林サービス産業など

社会課題に対応した県の施策について教授した。また、岐阜大学教員と連携した実習を実施するほか、先

進的な取り組みを実践する地域や企業の協力を得て、積極的に現地視察等を実施した。 

 

（４）学習成果 

評価項目 評  価 令和６年度の取組み実績、課題、今後の改善方策 

21．就職率の向上が図

られているか 

４ ③ ２ １ 

企業説明会３回（4/23、5/17、6/13、29 社、学生延べ 112名参加）や、企業の代表者による学生

との意見交換会（キャリアカフェ）７回（7/16、7/24、9/10、10/18、11/5、11/26、12/11、

8 社、学生延べ 30名参加）を行い、学生と企業とのマッチングを図った。 

令和６年度卒業生の就職率（起業・自営を含む）は、エンジニア科１００％（前年９６％）、クリエータ

ー科９５％（前年９４％）となった。うち県内への就職率は、エンジニア科６５%（前年７７%）、クリエ

ーター科３８％（前年６７％）となった。また、県外出身者２４名のうち５名（エンジニア科 2 名、クリ
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エーター科３名）は県内に就職した。 

キャリアカフェの学生参加者数が低位であることから、県内企業の説明会に振り替えるなど実施方法を

検討する。 

22．在学生、卒業生の

社会的な活躍及び評

価を把握しているか 

④ ３ ２ １ 

学内では就学状況や社会活動等で他の模範となる学生を表彰する規程を設け毎年表彰しており、学内

外での活躍や成果発表などを行った学生を学長奨励賞として３名を表彰した。学外では「第５回日本伐

木チャンピオンシップ 2024」ジュニアクラス３位入賞、「アカデミー・ジュニアクラス伐木技術交流

会」２位入賞、「中層木造ビル用デザイン耐力壁コンペ」で優秀賞を受賞した。 

卒業生の活動や取組みは可能な限り把握し、本学ホームページや学校紹介パンフレット等において随時

紹介している。また、実務・実践者として非常勤講師に任命し、授業や実習、専門技術者研修の講師など

を担当してもらった。 

林業分野へ就業した緑の青年就業準備給付生は、就職３年目では９９％、５年目では６８％が定着し

ている。 

 ※評価）適切・・4、ほぼ適切・・3、やや不適切・・2、不適切・・1 

 

（５）学生支援 

評価項目 評  価 令和６年度の取組み実績、課題、今後の改善方策 

23．進路・就職に関す

る支援体制は整備さ

れているか 

④ ３ ２ １ 

キャリア支援委員会を設け、各専攻の教員と連携し学生の就職相談や就職支援を実施している。また、

授業ではキャリアデザイン、企業研修、インターンシップ等の就職支援授業を実施するほか、森林技術開

発・普及コンソーシアムとも連携しながら企業の担当者を招いて行う企業説明会を実施している。 

求人情報（R６：1２２件）は、随時、学校の掲示板に掲載するとともに、学内システムに投稿し、常時

閲覧できるようにしている。 

令和 6年１１月から「森のジョブステーションぎふ」が学校敷地内に移転したことにより、学生が企業

情報の照会やインターンシップ先の選定に利用できるようになった。 

例年就職の内定が遅い時期となる学生がいるため、就職活動を早期に開始するよう促す。 

24．学生相談に関する

体制は整備されてい

るか ④ ３ ２ １ 

エンジニア科・クリエーター科の両科長のほか、エンジニア科では林業コース長・林産業コース長、及

び各学年担任を、クリエーター科では４専攻主任を配置し学生の生活指導や相談体制を整備している。科

長を中心に年に２回個別面談を実施した。 

また、メンタルヘルスに関し、学内に相談室を設け、専門カウンセラーによる相談を受けられる体制を

整備している(月１回)。 
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25．学生に対する経済

的な支援体制は整備

されているか 

④ ３ ２ １ 

本学単独の特別給費制度（クリエーター科各学年 2名）、県内金融機関 3行による給付型奨学金制度（エ

ンジニア科 3 名）、地元篤志家による給付型奨学金制度（クリエーター各学年 1名、エンジニア科 1 名）

により学生への経済的支援体制を整えている。 

また、国の「緑の青年就業準備給付金制度」（R６：1６名）や日本学生支援機構の奨学金制度の学生へ

の支援、大学等における就学の支援に関する法律(令和元年法律８号)に規定する授業料減免制度（R６：2

名）に対応している。 

さらに、連携協定を締結している市町からは、本学学生向けに独自の支援制度（給付型奨学金または補

助金）を創設いただき、経済的支援にご協力いただいている。 

各制度について、入学ガイダンス等で説明会を開催するなど、支援を必要とする学生に情報が伝わるよ

う、制度周知に努めている。 

26．学生の健康管理を

担う支援体制は整備

されているか 

④ ３ ２ １ 

年 1 回の定期健康診断を義務付け実施している。また学内に保健室を設置し体調不良の際に利用できる

よう体制を整備している。 

27．保護者と適切に連

携しているか ④ ３ ２ １ 

体調不良や怪我をした場合、適宜保護者へ連絡することとしているほか、欠席が多いなど問題のある学

生に対しては、ただちに保護者へ連絡する体制を整備している。 

また、保護者の代表に「学校関係者評価委員会」の委員として参画していただいた。 

28．社会人のニーズを

踏まえた教育環境が

整備されているか 

④ ３ ２ １ 

大学卒業程度や社会人経験者を対象として二年制の「クリエーター科」があり、高度な専門技術や地域

社会への貢献など、社会人向けの教育環境を整備している。 

また、科目履修生や研究生の制度もあり、志望があれば選考のうえ、受け入れている。 

29．高校・高等専修学

校等との連携による

キャリア教育・職業

教育の取組みが行わ

れているか 

④ ３ ２ １ 

県内の農林高校との連携により、本学において林業の実践的な講義や実習を実施した。（岐阜（12/４）、

郡上（６/２１）、恵那（5/14）、飛騨高山（8/９））。 

また、アカデミーを会場に、森のジョブステーションと連携して県内の農林高校生が学校対抗の競技形

式で林業の仕事を体験し学ぶ「ぎふ林業甲子園 2024」を開催した。 

長野県林業大学校と京都府立林業大学校と一緒に「３林大伐木選手権」（11/1４～1５ 於：京都府立

林業大学校）を開催し、将来の林業を担う学生の安全作業の意識付け及び林業技術・知識の向上や他校と

競うことによるモチベーションの向上、学生同士の交流を図った。 

※評価）適切・・4、ほぼ適切・・3、やや不適切・・2、不適切・・1 
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（６）教育環境 

評価項目 評  価 令和６年度の取組み実績、課題、今後の改善方策 

30．施設・設備は、教

育上の必要性に十分

対応できるよう整備

されているか 

４ ③ ２ １ 

施設・設備については、本学の専修教育を実施する上で十分な規模を持ち整備されているが、開学から

20 年以上経過し、屋外の木部個所や設備等に老朽化や不具合が発生している。そのため、中長期保全計

画として長寿命化計画を策定し計画的な修繕に努めているが、予算上の制約もあり、令和６年度には、ア

カデミーバス車庫周辺の舗装、共通講義室A の床・壁の補修、森の情報センター等の照明の LED 化等を

行った。 

学内Wi-Fiの設置や Microsoft Teamsの導入等の情報環境整備のほか、学生が授業で利用する情報処

理室のパソコンを高スペックなパソコンを配備し、高度な IT 技術を授業に取り入れるための教育環境の

充実を図っている。 

課題となっている断熱対策を含めたアカデミー校舎大規模改修は、令和 5 年度からの調査結果を踏ま

え、令和 7年度にセンター棟の実施設計を行う。 

31．学内外の実習施

設、インターンシッ

プ、海外研修等につ

いて十分な教育体制

を整備しているか 

④ ３ ２ １ 

学内の実習施設や教育器材、演習林については、定期的な点検を行い安全性と機能を確保している。イ

ンターンシップについては、本学の制度として確立し、授業の一環として実施している。海外研修につい

ては、ドイツのロッテンブルク林業大学との教育連携により学生研修として実施しており、令和６年度は、

８名の学生が渡欧した。 

32．防災に対する体制

は整備されているか 

④ ３ ２ １ 

学内緊急連絡網、本学消防計画を策定し防災体制を整備している。また、全教職員及び学生を対象とし

た消防訓練を実施し（1/28）、火災発生時に迅速に対応できるようにした。 

演習林内に、ポストを設置し、救急の場合に適正に現場の位置を把握し、速やかに対応できるように消

防署と取り決めをしている。 

大規模災害などの発生に備え、事業の継続や復旧を図るための「事業継続計画（BCP）」を策定し令和

７年４月から施行することとした。 

 ※評価）適切・・4、ほぼ適切・・3、やや不適切・・2、不適切・・1 
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（７）学生の受入れ募集 

評価項目 評  価 令和６年度の取組み実績、課題、今後の改善方策 

33．学生募集活動は、

適正に行われている

か 
④ ３ ２ １ 

資料請求者に対して迅速な情報提供（学生募集要項等の発送）、オープンキャンパス（7/２０、8/18）

や学園祭（11/9～10）での情報提供、県内高等学校の訪問のほか、企業が行う高校進路相談会への参加

など様々な取組みにより、適宜学生募集活動を実施した。 

また、オンラインでの「森と木の仕事セミナー」をクリエーター科の専攻ごとに４回行った。 

より多くの県内出身者を確保するため、農林高校以外への訪問説明も十分行うとともに、森のジョブス

テーションと連携して募集活動を実施していく。 

34．学生募集活動にお

いて、教育成果は正

確に伝えられている

か 
④ ３ ２ １ 

学生募集時に、学校の特色、教育内容、卒業後の進路、取得資格等を記載した学校紹介パンフレットを

配布し学校情報を正確に提供している。また、ホームページ上でも同内容を掲載し情報提供を行っている。 

オープンキャンパスでは、学科の説明会、施設案内、在校生とのフリートークや教員との相談会などを

実施し、参加者に対して、本学での学びを具体的に伝えている。 

また、クリエーター科 2年生の課題研究について、どのような課題を設定し研究したか、課題研究要旨

をホームページで公開している。 

  ※評価）適切・・4、ほぼ適切・・3、やや不適切・・2、不適切・・1 

 

（８）法令等の遵守 

評価項目 評  価 令和６年度の取組み実績、課題、今後の改善方策 

35．法令、専修学校設

置基準等の遵守と適

正な運営がなされて

いるか 

④ 3 ２ １ 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 30 年法律第 162 号）第 30 条に基づき設置され

ており、「学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）」及び「専修学校設置基準（昭和 51 年文部省令第 2

号）」に基づき、組織編制、教育課程、教員、施設及び設備の基準を遵守している。また、「地方教育行政

の組織及び運営に関する法律」第 33 条及び「条例」の規定に基づき、「規則」を定め、適切な運営に努め

ている。 

3６．個人情報に関し、

その保護のための対

策がとられているか 

④ ３ ２ １ 

県が定める個人情報の保護規程に準じて本学で定めた手続きに基づき適正に対応している。 

令和 5年度からメールの誤送信防止システムを導入するとともに、適切に対応するよう職場研修を実施

している。 

3７．自己評価の実施と

問題点の改善を行っ

ているか 

④ 3 ２ １ 

自己評価は、学内で設置している教務委員会で検討を行い、運営会議で確定する体制を整備している。

自己評価にあっては、評価の根拠となる実績資料をとりまとめた。また、「学校関係者評価報告書」を全教

員に周知・公表するとともに、意見等に対する対応方針を踏まえ改善に努めた。 
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3８．自己評価結果を公

開しているか 
④ ３ ２ １ 

「令和５年度自己評価報告書」及び評価委員会における協議結果をまとめた「学校関係者評価報告書」

をホームページで公開している。 

 ※評価）適切・・4、ほぼ適切・・3、やや不適切・・2、不適切・・1 

 

（９）社会貢献・地域貢献 

評価項目 評  価 令和６年度の取組み実績、課題、今後の改善方策 

3９．学校の教育資源

や施設を活用した

社会貢献・地域貢献

を行っているか 

 

④ ３ ２ １ 

クリエーター科２年生が、社会や地域の課題から問題解決につながる調査・研究等を行った結果２２件

をホームページで公開している。 

市町村連携事業として、協定を締結した 7 市町と相互発展のために連携・協力を行っており、教員が森

づくり委員会や協議会の委員など各種委員会への委員として参画した。 

受託研究として、市町村や企業等から依頼を受け、課題解決のために教員の有している専門・技術によ

る研究や取組み８件を実施した。 

森林総合教育センター（morinos）にはインタープリターが常勤し、演習林を含めた施設を活用すると

ともに、森のようちえん活動へも本学の施設や森林を提供するなどしており、令和６年度は１６，５５２

名の利用があった。また、森林体験プログラム教材を載せた車「morino de van(森の出番)」等で各地に

４５回出向き活動した。 

また、学園祭を一般に公開しており、本学での学びなどを近隣住民に示す機会とし、地域や社会貢献に

努めている。 

４０．地域住民や県

民、専門的実務者等

に対する公開講座・

教育訓練を積極的

に実施しているか 

④ ３ ２ １ 

生涯教育部門では、森林総合教育センター（morinos）で一般県民向け 2８８回、指導者向け４６回、

教育機関向け３４回実施し、対象に応じた様々なプログラムを実施した。 

専門技術者教育部門では、施業プランナー研修など林業技術者向け１２講座（参加者１８７名）、木造建

築セミナーなど木造建築技術者向け５講座（参加者５１名）を実施した。 

 ※評価）適切・・4、ほぼ適切・・3、やや不適切・・2、不適切・・1 

 

 

 

 

 



12 

 

（１０）国際交流 

評価項目 評  価 令和６年度の取組み実績、課題、今後の改善方策 

4１．留学生等の受入

れ・派遣、在籍管理等

において適切な手続

き等がとられている

か 

④ ３ ２ １ 

クリエーター科に海外出身の学生が在籍しており、必要な手続きを行うとともに、支援を行っている。 

ドイツのロッテンブルク林業大学との連携により、学生や教員の交流、共同研究や共同研修を実施して

おり、留学生等に対する支援体制は整備されている。 

令和６年度は、ドイツの林業機械展に１名（6/17-24）、ロッテンブルク林業大学のサマーセミナーに

2 名（9/15-22）、ドイツ等の森林環境教育ワークショップに５名（9/16～10/４）の学生が参加した。 

また、県と連携協定を締結している中国江西省を教職員６名が訪問（３／５～９）し、江西環境工程職

業学院との教員や省関係者と交流可能性等について意見交換を行った。今後、先方の意向を確認しながら

交流を図る。 

令和６年度は、中国、韓国、台湾等の海外１２団体の視察に対応した。 

4２．留学生等の学習・

生活指導等について

学内で適切な体制が

整備されているか 

④ ３ ２ １ 

 ※評価）適切・・4、ほぼ適切・・3、やや不適切・・2、不適切・・1 

 


